
        令和７年２月北九州市議会定例会議案 

   

議案番号 件        名 ページ 

議案第７０号 
北九州市国民健康保険条例の一部改正につい

て 
１ 

 

 



議案第７０号 
   北九州市国民健康保険条例の一部改正について 
 北九州市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和７年２月２０日提出 
                    北九州市長 武 内 和 久   
提案理由 国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、保険料の基礎賦課限度額

等を変更するため、関係規定を改める必要があるので、この条例案を提出す

る。 
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 北九州市国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 
  令和７年 月  日 
                    北九州市長 武 内 和 久 
北九州市条例第  号 
   北九州市国民健康保険条例の一部を改正する条例 
 北九州市国民健康保険条例（昭和４２年北九州市条例第５３号）の一部を次

のように改正する。 
 第１３条中「６５万円」を「６６万円」に改める。 

 第１４条の９中「２４万円」を「２６万円」に改める。 

 第２０条第１項中「２９万５，０００円」を「３０万５，０００円」に改め

、同条第２項中「５４万５，０００円」を「５６万円」に改める。 

 第２０条の４第１項ただし書中「６５万円」を「６６万円」に改め、同条第

２項後段中「６５万円」を「６６万円」に、「２４万円」を「２６万円」に改

め、同条第３項後段中「６５万円」を「６６万円」に改める。 
   付 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ 改正後の第１３条、第１４条の９、第２０条及び第２０条の４の規定は、

令和７年度以後の年度分の保険料について適用し、令和６年度以前の年度分

の保険料については、なお従前の例による。 
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（
基
礎
賦
課
限
度
額
）
 

第
１
３
条
 
第
１
１
条
の
基
礎
賦
課
額
は
、
６
６
万
円
を
超
え
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
 

 
（
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
賦
課
限
度
額
）
 

第
１
４
条
の
９
 
第
１
４
条
の
３
の
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
賦
課
額
は
、
２
６
万
円
を
超
え
る
こ

と
が
で
き
な
い
。
 

 
（
低
所
得
者
の
保
険
料
の
減
額
）
 

第
２
０
条
 
市
長
は
、
当
該
年
度
の
保
険
料
の
賦
課
期
日
（
賦
課
期
日
後
に
保
険
料
の
納
付
義
務

が
発
生
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
発
生
し
た
日
と
す
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
現
在

に
お
い
て
世
帯
主
並
び
に
当
該
世
帯
主
の
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属

者
（
以
下
「
世
帯
主
等
」
と
い
う
。
）
に
つ
き
算
定
し
た
地
方
税
法
第
７
０
３
条
の
５
第
１
項

に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
並
び
に
他
の
所
得
と
区
分
し
て
計
算
さ
れ
る
所

得
の
金
額
（
同
法
附
則
第
３
３
条
の
２
第
５
項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
配
当
所
得
等

の
金
額
（
同
法
附
則
第
３
５
条
の
２
の
６
第
８
項
又
は
第
１
１
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合

に
は
、
そ
の
適
用
後
の
金
額
）
、
同
法
附
則
第
３
３
条
の
３
第
５
項
に
規
定
す
る
土
地
等
に
係

る
事
業
所
得
等
の
金
額
、
同
法
附
則
第
３
４
条
第
４
項
に
規
定
す
る
長
期
譲
渡
所
得
の
金
額
、

同
法
附
則
第
３
５
条
第
５
項
に
規
定
す
る
短
期
譲
渡
所
得
の
金
額
、
同
法
附
則
第
３
５
条
の
２

第
５
項
に
規
定
す
る
一
般
株
式
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
（
同
法
附
則
第
３
５
条
の
３
第

１
５
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後
の
金
額
）
、
同
法
附
則
第
３
５
条
の

２
の
２
第
５
項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
（
同
法
附
則
第
３
５
条

の
２
の
６
第
１
１
項
又
は
第
３
５
条
の
３
第
１
３
項
若
し
く
は
第
１
５
項
の
規
定
の
適
用
が
あ

 
（
基
礎
賦
課
限
度
額
）
 

第
１
３
条
 
第
１
１
条
の
基
礎
賦
課
額
は
、
６
５
万
円
を
超
え
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
 

 
（
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
賦
課
限
度
額
）
 

第
１
４
条
の
９
 
第
１
４
条
の
３
の
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
賦
課
額
は
、
２
４
万
円
を
超
え
る
こ

と
が
で
き
な
い
。
 

 
（
低
所
得
者
の
保
険
料
の
減
額
）
 

第
２
０
条
 
市
長
は
、
当
該
年
度
の
保
険
料
の
賦
課
期
日
（
賦
課
期
日
後
に
保
険
料
の
納
付
義
務

が
発
生
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
発
生
し
た
日
と
す
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
現
在

に
お
い
て
世
帯
主
並
び
に
当
該
世
帯
主
の
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
及
び
特
定
同
一
世
帯
所
属

者
（
以
下
「
世
帯
主
等
」
と
い
う
。
）
に
つ
き
算
定
し
た
地
方
税
法
第
７
０
３
条
の
５
第
１
項

に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
並
び
に
他
の
所
得
と
区
分
し
て
計
算
さ
れ
る
所

得
の
金
額
（
同
法
附
則
第
３
３
条
の
２
第
５
項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
配
当
所
得
等

の
金
額
（
同
法
附
則
第
３
５
条
の
２
の
６
第
８
項
又
は
第
１
１
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合

に
は
、
そ
の
適
用
後
の
金
額
）
、
同
法
附
則
第
３
３
条
の
３
第
５
項
に
規
定
す
る
土
地
等
に
係

る
事
業
所
得
等
の
金
額
、
同
法
附
則
第
３
４
条
第
４
項
に
規
定
す
る
長
期
譲
渡
所
得
の
金
額
、

同
法
附
則
第
３
５
条
第
５
項
に
規
定
す
る
短
期
譲
渡
所
得
の
金
額
、
同
法
附
則
第
３
５
条
の
２

第
５
項
に
規
定
す
る
一
般
株
式
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
（
同
法
附
則
第
３
５
条
の
３
第

１
５
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後
の
金
額
）
、
同
法
附
則
第
３
５
条
の

２
の
２
第
５
項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
（
同
法
附
則
第
３
５
条

の
２
の
６
第
１
１
項
又
は
第
３
５
条
の
３
第
１
３
項
若
し
く
は
第
１
５
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
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新
 

旧
 

る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後
の
金
額
）
、
同
法
附
則
第
３
５
条
の
４
第
４
項
に
規
定
す
る
先
物

取
引
に
係
る
雑
所
得
等
の
金
額
（
同
法
附
則
第
３
５
条
の
４
の
２
第
７
項
の
規
定
の
適
用
が
あ

る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後
の
金
額
）
、
外
国
居
住
者
等
の
所
得
に
対
す
る
相
互
主
義
に
よ
る

所
得
税
等
の
非
課
税
等
に
関
す
る
法
律
第
８
条
第
２
項
に
規
定
す
る
特
例
適
用
利
子
等
の
額
、

同
条
第
４
項
に
規
定
す
る
特
例
適
用
配
当
等
の
額
、
租
税
条
約
等
実
施
特
例
法
第
３
条
の
２
の

２
第
１
０
項
に
規
定
す
る
条
約
適
用
利
子
等
の
額
及
び
同
条
第
１
２
項
に
規
定
す
る
条
約
適
用

配
当
等
の
額
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
合
算
額
が
、
地
方
税
法
第
３
１
４

条
の
２
第
２
項
第
１
号
に
定
め
る
金
額
（
世
帯
主
等
の
う
ち
給
与
所
得
を
有
す
る
者
（
前
年
中

に
同
法
第
７
０
３
条
の
５
第
１
項
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
に
係
る
所
得
税
法
（
昭
和
４
０
年

法
律
第
３
３
号
）
第
２
８
条
第
１
項
に
規
定
す
る
給
与
所
得
に
つ
い
て
同
条
第
３
項
に
規
定
す

る
給
与
所
得
控
除
額
の
控
除
を
受
け
た
者
（
同
条
第
１
項
に
規
定
す
る
給
与
等
の
収
入
金
額
が

５
５
万
円
を
超
え
る
者
に
限
る
。
）
を
い
う
。
）
の
数
及
び
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
を
有
す

る
者
（
前
年
中
に
地
方
税
法
第
７
０
３
条
の
５
第
１
項
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
に
係
る
所
得

税
法
第
３
５
条
第
３
項
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
に
つ
い
て
同
条
第
４
項
に
規
定

す
る
公
的
年
金
等
控
除
額
の
控
除
を
受
け
た
者
（
年
齢
６
５
歳
未
満
の
者
に
あ
っ
て
は
当
該
公

的
年
金
等
の
収
入
金
額
が
６
０
万
円
を
超
え
る
者
に
限
り
、
年
齢
６
５
歳
以
上
の
者
に
あ
っ
て

は
当
該
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
が
１
１
０
万
円
を
超
え
る
者
に
限
る
。
）
を
い
い
、
給
与
所

得
を
有
す
る
者
を
除
く
。
）
の
数
の
合
計
数
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
給
与
所
得
者
等
の
数

」
と
い
う
。
）
が
２
以
上
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
地
方
税
法
第
３
１
４
条
の
２
第
２
項
第
１
号

に
定
め
る
金
額
に
当
該
給
与
所
得
者
等
の
数
か
ら
１
を
減
じ
た
数
に
１
０
万
円
を
乗
じ
て
得
た

金
額
を
加
え
た
金
額
）
に
当
該
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
の
数
と
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
の
数

る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後
の
金
額
）
、
同
法
附
則
第
３
５
条
の
４
第
４
項
に
規
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す
る
先
物

取
引
に
係
る
雑
所
得
等
の
金
額
（
同
法
附
則
第
３
５
条
の
４
の
２
第
７
項
の
規
定
の
適
用
が
あ

る
場
合
に
は
、
そ
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用
後
の
金
額
）
、
外
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居
住
者
等
の
所
得
に
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す
る
相
互
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に
よ
る

所
得
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等
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非
課
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等
に
関
す
る
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８
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第
２
項
に
規
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す
る
特
例
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用
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等
の
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、

同
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に
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る
特
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用
配
当
等
の
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、
租
税
条
約
等
実
施
特
例
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第
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の
２
の

２
第
１
０
項
に
規
定
す
る
条
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適
用
利
子
等
の
額
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び
同
条
第
１
２
項
に
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す
る
条
約
適
用

配
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の
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を
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。
以
下
こ
の
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に
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い
て
同
じ
。
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の
合
算
額
が
、
地
方
税
法
第
３
１
４

条
の
２
第
２
項
第
１
号
に
定
め
る
金
額
（
世
帯
主
等
の
う
ち
給
与
所
得
を
有
す
る
者
（
前
年
中

に
同
法
第
７
０
３
条
の
５
第
１
項
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
に
係
る
所
得
税
法
（
昭
和
４
０
年

法
律
第
３
３
号
）
第
２
８
条
第
１
項
に
規
定
す
る
給
与
所
得
に
つ
い
て
同
条
第
３
項
に
規
定
す

る
給
与
所
得
控
除
額
の
控
除
を
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た
者
（
同
条
第
１
項
に
規
定
す
る
給
与
等
の
収
入
金
額
が

５
５
万
円
を
超
え
る
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に
限
る
。
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い
う
。
）
の
数
及
び
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的
年
金
等
に
係
る
所
得
を
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す

る
者
（
前
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中
に
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法
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０
３
条
の
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第
１
項
に
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定
す
る
総
所
得
金
額
に
係
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所
得

税
法
第
３
５
条
第
３
項
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
に
つ
い
て
同
条
第
４
項
に
規
定

す
る
公
的
年
金
等
控
除
額
の
控
除
を
受
け
た
者
（
年
齢
６
５
歳
未
満
の
者
に
あ
っ
て
は
当
該
公

的
年
金
等
の
収
入
金
額
が
６
０
万
円
を
超
え
る
者
に
限
り
、
年
齢
６
５
歳
以
上
の
者
に
あ
っ
て

は
当
該
公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
が
１
１
０
万
円
を
超
え
る
者
に
限
る
。
）
を
い
い
、
給
与
所

得
を
有
す
る
者
を
除
く
。
）
の
数
の
合
計
数
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
給
与
所
得
者
等
の
数

」
と
い
う
。
）
が
２
以
上
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
地
方
税
法
第
３
１
４
条
の
２
第
２
項
第
１
号

に
定
め
る
金
額
に
当
該
給
与
所
得
者
等
の
数
か
ら
１
を
減
じ
た
数
に
１
０
万
円
を
乗
じ
て
得
た

金
額
を
加
え
た
金
額
）
に
当
該
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
の
数
と
特
定
同
一
世
帯
所
属
者
の
数
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旧
 

の
合
計
数
に
３
０
万
５
，
０
０
０
円
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
を
超
え
な
い
場
合

に
お
い
て
は
、
市
長
が
定
め
る
基
準
に
従
い
当
該
納
付
義
務
者
に
対
し
て
課
す
る
当
該
年
度
分

の
被
保
険
者
均
等
割
額
及
び
世
帯
別
平
等
割
額
を
減
額
す
る
。
 

２
 
市
長
は
、
当
該
年
度
の
保
険
料
の
賦
課
期
日
現
在
に
お
い
て
前
項
の
規
定
に
よ
る
減
額
が
さ

れ
な
い
世
帯
主
等
に
つ
き
算
定
し
た
同
項
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
並
び

に
他
の
所
得
と
区
分
し
て
計
算
さ
れ
る
所
得
の
金
額
の
合
算
額
が
、
地
方
税
法
第
３
１
４
条
の

２
第
２
項
第
１
号
に
定
め
る
金
額
（
世
帯
主
等
の
う
ち
給
与
所
得
者
等
の
数
が
２
以
上
の
場
合

に
あ
っ
て
は
、
同
号
に
定
め
る
金
額
に
当
該
給
与
所
得
者
等
の
数
か
ら
１
を
減
じ
た
数
に
１
０

万
円
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
加
え
た
金
額
）
に
当
該
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
の
数
と
特
定
同

一
世
帯
所
属
者
の
数
の
合
計
数
に
５
６
万
円
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
を
超
え
な

い
場
合
に
お
い
て
は
、
市
長
が
定
め
る
基
準
に
従
い
当
該
納
付
義
務
者
に
対
し
て
課
す
る
当
該

年
度
分
の
被
保
険
者
均
等
割
額
及
び
世
帯
別
平
等
割
額
を
減
額
す
る
。
 

 
（
出
産
被
保
険
者
の
保
険
料
の
減
額
）
 

第
２
０
条
の
４
 
市
長
は
、
当
該
年
度
に
お
い
て
世
帯
に
出
産
被
保
険
者
（
令
第
２
９
条
の
７
第

５
項
第
８
号
に
規
定
す
る
出
産
被
保
険
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
は

、
当
該
世
帯
の
世
帯
主
に
対
し
て
課
す
る
当
該
年
度
分
の
第
１
１
条
の
基
礎
賦
課
額
（
第
２
０

条
各
項
の
規
定
に
よ
り
基
礎
賦
課
額
を
減
額
す
る
も
の
と
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
減
額

後
の
基
礎
賦
課
額
）
か
ら
、
次
の
各
号
の
合
算
額
を
減
額
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
合
算
額
を
減

額
し
て
得
た
額
が
６
６
万
円
を
超
え
る
場
合
は
、
６
６
万
円
と
す
る
。
 

 
（
１
）
 
 
略
 

 
（
２
）
 
 
略
 

の
合
計
数
に
２
９
万
５
，
０
０
０
円
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
加
算
し
た
金
額
を
超
え
な
い
場
合

に
お
い
て
は
、
市
長
が
定
め
る
基
準
に
従
い
当
該
納
付
義
務
者
に
対
し
て
課
す
る
当
該
年
度
分

の
被
保
険
者
均
等
割
額
及
び
世
帯
別
平
等
割
額
を
減
額
す
る
。
 

２
 
市
長
は
、
当
該
年
度
の
保
険
料
の
賦
課
期
日
現
在
に
お
い
て
前
項
の
規
定
に
よ
る
減
額
が
さ

れ
な
い
世
帯
主
等
に
つ
き
算
定
し
た
同
項
に
規
定
す
る
総
所
得
金
額
及
び
山
林
所
得
金
額
並
び

に
他
の
所
得
と
区
分
し
て
計
算
さ
れ
る
所
得
の
金
額
の
合
算
額
が
、
地
方
税
法
第
３
１
４
条
の

２
第
２
項
第
１
号
に
定
め
る
金
額
（
世
帯
主
等
の
う
ち
給
与
所
得
者
等
の
数
が
２
以
上
の
場
合

に
あ
っ
て
は
、
同
号
に
定
め
る
金
額
に
当
該
給
与
所
得
者
等
の
数
か
ら
１
を
減
じ
た
数
に
１
０

万
円
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
加
え
た
金
額
）
に
当
該
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
の
数
と
特
定
同

一
世
帯
所
属
者
の
数
の
合
計
数
に
５
４
万
５
，
０
０
０
円
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
加
算
し
た
金

額
を
超
え
な
い
場
合
に
お
い
て
は
、
市
長
が
定
め
る
基
準
に
従
い
当
該
納
付
義
務
者
に
対
し
て

課
す
る
当
該
年
度
分
の
被
保
険
者
均
等
割
額
及
び
世
帯
別
平
等
割
額
を
減
額
す
る
。
 

 
（
出
産
被
保
険
者
の
保
険
料
の
減
額
）
 

第
２
０
条
の
４
 
市
長
は
、
当
該
年
度
に
お
い
て
世
帯
に
出
産
被
保
険
者
（
令
第
２
９
条
の
７
第

５
項
第
８
号
に
規
定
す
る
出
産
被
保
険
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
は

、
当
該
世
帯
の
世
帯
主
に
対
し
て
課
す
る
当
該
年
度
分
の
第
１
１
条
の
基
礎
賦
課
額
（
第
２
０

条
各
項
の
規
定
に
よ
り
基
礎
賦
課
額
を
減
額
す
る
も
の
と
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
減
額

後
の
基
礎
賦
課
額
）
か
ら
、
次
の
各
号
の
合
算
額
を
減
額
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
合
算
額
を
減

額
し
て
得
た
額
が
６
５
万
円
を
超
え
る
場
合
は
、
６
５
万
円
と
す
る
。
 

 
（
１
）
 
 
略
 

 
（
２
）
 
 
略
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新
 

旧
 

２
 
前
項
の
規
定
は
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
賦
課
額
の
減
額
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合

に
お
い
て
、
同
項
中
「
第
１
１
条
」
と
あ
る
の
は
「
第
１
４
条
の
３
」
と
、
「
基
礎
賦
課
額
」

と
あ
る
の
は
「
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
賦
課
額
」
と
、
「
６
６
万
円
」
と
あ
る
の
は
「
２
６
万

円
」
と
、
「
第
１
１
条
の
２
第
１
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
１
４
条
の
４
第
１
項
」
と
、
「
第
１

４
条
第
１
項
第
２
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
１
４
条
の
１
０
第
１
項
第
２
号
」
と
読
み
替
え
る
も

の
と
す
る
。
 

３
 
第
１
項
の
規
定
は
、
介
護
納
付
金
賦
課
額
の
減
額
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
、
同
項
中
「
出
産
被
保
険
者
を
」
と
あ
る
の
は
「
出
産
被
保
険
者
（
介
護
納
付
金
賦
課
被
保

険
者
で
あ
る
者
に
限
る
。
）
を
」
と
、
「
第
１
１
条
」
と
あ
る
の
は
「
第
１
４
条
の
１
２
」
と

、
「
基
礎
賦
課
額
」
と
あ
る
の
は
「
介
護
納
付
金
賦
課
額
」
と
、
「
６
６
万
円
」
と
あ
る
の
は

「
１
７
万
円
」
と
、
「
第
１
１
条
の
２
第
１
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
１
４
条
の
１
３
第
１
項
」

と
、
「
第
１
４
条
第
１
項
第
２
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
１
４
条
の
１
５
第
１
項
第
２
号
」
と
読

み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
 

４
 
 
略
 

２
 
前
項
の
規
定
は
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
賦
課
額
の
減
額
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合

に
お
い
て
、
同
項
中
「
第
１
１
条
」
と
あ
る
の
は
「
第
１
４
条
の
３
」
と
、
「
基
礎
賦
課
額
」

と
あ
る
の
は
「
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
賦
課
額
」
と
、
「
６
５
万
円
」
と
あ
る
の
は
「
２
４
万

円
」
と
、
「
第
１
１
条
の
２
第
１
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
１
４
条
の
４
第
１
項
」
と
、
「
第
１

４
条
第
１
項
第
２
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
１
４
条
の
１
０
第
１
項
第
２
号
」
と
読
み
替
え
る
も

の
と
す
る
。
 

３
 
第
１
項
の
規
定
は
、
介
護
納
付
金
賦
課
額
の
減
額
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
、
同
項
中
「
出
産
被
保
険
者
を
」
と
あ
る
の
は
「
出
産
被
保
険
者
（
介
護
納
付
金
賦
課
被
保

険
者
で
あ
る
者
に
限
る
。
）
を
」
と
、
「
第
１
１
条
」
と
あ
る
の
は
「
第
１
４
条
の
１
２
」
と

、
「
基
礎
賦
課
額
」
と
あ
る
の
は
「
介
護
納
付
金
賦
課
額
」
と
、
「
６
５
万
円
」
と
あ
る
の
は

「
１
７
万
円
」
と
、
「
第
１
１
条
の
２
第
１
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
１
４
条
の
１
３
第
１
項
」

と
、
「
第
１
４
条
第
１
項
第
２
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
１
４
条
の
１
５
第
１
項
第
２
号
」
と
読

み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
 

４
 
 
略
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